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5.1. 社会的作業強度(SLI)による分析 

  

ここでは 4 章で得られた景域管理作業量と 2010 年～2050 年における人口との関係性に

ついて分析する。 

 まず、社会的作業強度（SLI,人口一人当たりの年間作業時間）を用いた分析を行う。SLI

はある地区の景域を住民全員で管理すると仮定した時の一人当たりの負担を示す指標で、

実際の景域と管理者の関係性を示したものではないが、「市街地」や「緑の多い住宅地」と

いった住民やボランティアによる景域管理が必要なユニットでは SLI を用いる有効性があ

る。 

x 年の人口に対する社会的作業強度を SLI(x)として以下の式で算出する。 

SLI(x)[h/population] =
各メッシュの𝑇𝐿𝐴

メッシュ人口
⁄  

各メッシュの景域管理作業量は景域類型図で得られた景域ユニットの面積より算出されて

いるため、TLA が人口の有無に関係なく計量されるメッシュも存在する。人口=0 かつ

TLA>0 のメッシュについては、人口を疑似的に 1 とみなして SLI=TLA とする。対象地に

おける SLI(2010)の分布を図 5.1 に示す。 

 

図 5.1 中部 8 県における社会的作業強度 SLI(2010) 
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平野部では TLA が高いメッシュが多くみられたが、人口規模が大きいため SLI は 250 時

間以下と比較的低い値が得られた。一方で中山間部では SLI が 1000 時間以上の地域が多

くみられ、平野部に比べて住民の景域管理の負担が大きいと考えられる。 

 次に 2050 年でも景域管理作業量を維持すると仮定した場合の SLI(2050)と SLI(2010)の

比を図 5.2、人口規模別の TLA, SLI(2010), SLI(2050)の関係性を図 5.3 に示す。SLI の経

年比は人口変化に伴い住民の景域管理に対する負担がどの程度変動するかを把握すること

ができる。 

 

 

 

※SLI(2010)=0 の場合は SLI(2050)/SLI(2010)=0 とする。 

図 5.2  SLI(2050)と SLI(2010)の比 
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図 5.2~5.3 より中山間地域、特に人口が 100 人以下のメッシュにおいては、SLI(2010)が

高く、経年比も非常に高くなることから、このような地域の景域管理が将来的に困難になる

と予想される。また、2010 年人口が 10 人未満のメッシュでは、SLI(2010)が 3000 時間（参

考：2000 時間 = 1 日 8 時間×250 日程度の作業量）を越えており、この地域では現在にお

いても平均的な強度の景域管理ができないことを表している。 

 

 

 

図 5.3 人口規模別の TLA, SLI(2010), SLI(2050) 
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 次に各景域複合体の TLA, SLI(2010), SLI(2050)の関係性を図 5.4 に示す。それぞれの関

係から、TLA の高いその他農地型で SLI(2010)が非常に高くなっている。一方で SLI の経

年比は 2 つの里山型が他のタイプより高いことがわかる。 

 尚、SLI は人口が 0 の場合は TLA を代入しており、それが図 5.4 の平均値を引き上げて

しまうため、人口が 0 のメッシュを除いて同様に平均化したものを図 5.5 に示す。図 5.5 で

はその他農地型、その他農地系里山型、森林型で SLI(2050)が 2000 時間を超えており、将

来的な景域管理に問題が生じると考えられる。 

 

 

図 5.4 景域複合体別の TLA, SLI(2010), SLI(2050) （1km メッシュあたりの平均値） 

 

図 5.5 景域複合体別の TLA, SLI(2010), SLI(2050) 

（人口 0 のメッシュを除いた平均値） 
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5.2. 個人年間作業量(PLAl)の推計：プロフェッショナル編 

  

ここでは、各景域ユニットの管理者 1 人当たりの個人年間作業量 PLAlについて分析を行

う。PLAlは、景域管理者がその景域ユニットに対して投下している年間労働時間を指すが、

1 人で複数の景域ユニットを管理する管理者がいることも考えられ、景域複合体の景域管理

作業量を各 PLAlで除して得られる景域管理者数は延べ人数であることを留意する。 

景域の管理者は、農地における農業従事者や人工林における林家、造園業者といったプロ

フェッショナルと、都市公園や地域の緑地の保全活動を行う市民団体のようなボランティ

アというように、大きく 2 つのタイプに分けられる。前者のタイプは第一次産業従事者が

中心で作業頻度が高く、PLAl は高い傾向にある。一方で後者のタイプは、ボランティアに

よる管理であるため、作業日数は限られ、PLAlは低くなる。 

 

各景域におけるプロフェッショナルの管理者の個人年間作業量については、農業経営統

計調査や林業経営統計調査などの統計情報より概算することができ、各景域ユニットの

PLAlを比較することが可能である。また、「市街地」や「ゴルフ場・芝地」のプロフェッシ

ョナルの労働時間については統計的にまとめられた資料がないため、本研究では第一次産

業従事者に対するアンケート調査を実施し、造園業者の緑地管理にかかる年間作業時間を

概算的に算出する。それぞれの参考資料を基にプロフェッショナルの PLAl を設定した(表

5.1)。尚、表 5.1 では A・B の 2 タイプの個人年間作業量を提示したが、A タイプは「平均

的、または比較的管理頻度低い管理者」、B タイプは「作業頻度の比較的高い管理者」をそ

うていした目安として設定している。 

表 5.1 景域ユニット別のプロフェッショナル管理者の PLAl 
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5.3. 個人年間作業量(PLAl)の推計：ボランティア編  

5.3.1. アンケート調査の概要 

 地域住民の景域保全(＝緑地保全)に対するボランティアの労働力に関する先行研究とし

て、高瀬ら 1)がアンケート調査から住民の都市緑地の保全活動に対する参加経験の実態や今

後の何日参加してもよいかという「労働意思量」を算出しているが、様々な地域の住民に対

しどのような緑地の保全を過去にどの程度行ったことがあるか、今後どの程度保全活動に

携わりたいか、といったことを定量的に把握した研究はない。そこで本研究では中部８県に

対しアンケート調査を行い、各景域ユニットのボランティアが何人いるのか、年間で何時間

程度作業しているかを把握する。 

 アンケートの調査概要（質問事項など）を表 5.2 に示す。尚、アンケートの対象者は第一

次産業（農業、林業、漁業）及び造園業に従事していない 900 名とし、中部 8 県における

各県の人口の割合に近くなるようにサンプルを収集する。 

 

表 5.2 アンケートの概要 
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 アンケート対象者の個人属性として居住地の郵便番号を入力してもらい、GIS 上にてメ

ッシュデータと照合し、それぞれの景域複合体のタイプを与える(表 5.3)。総サンプル数に

対する各景域複合体の割合は、対象地における総人口に対する各景域複合体の割合とほぼ

同様であることが得られた。 

 まず、景域複合体別の緑地保全活動に対する、前年度の参加経験の有無と、今後緑地を管

理したいと考えている意欲のある人数の把握を行う。表 5.3 の参加経験から、里山型や森林

型の景域複合体で緑地の維持管理に対する意識が高く、都市的土地利用型では人口に対し

て参加経験のある人の割合は低いことがわかる。前年度で緑地の保全活動に参加したこと

がある人は全体の約 1 割であったが、今後参加したいと考えている人は約 2 割となり倍増

する。 

 

表 5.3 景域複合体別の回答者の割合、緑地保全活動への参加経験・参加意欲の割合 

 

  

サンプ
ル
数

全体に
対する
割合%

対象地に
おける
総人口

全体に
対する
割合%

参加経験
がある人

割合%
今後参加し
たいと考え
ている人

割合%

都市的
土地利用型

400 44.4 7878057 38.7 31 7.8 73 18.3

都市的
土地利用
水田混合型

321 35.7 7166515 35.2 36 11.2 78 24.3

水田型 97 10.8 2517537 12.4 10 10.3 27 27.8

その他
農地型

25 2.8 881950 4.3 2 8.0 6 24.0

水田系
里山型

20 2.2 786962 3.9 3 15.0 5 25.0

その他
農地系
里山型

17 1.9 543878 2.7 4 23.5 7 41.2

森林型 20 2.2 566114 2.8 3 15.0 4 20.0

全体 900 100 20351957 100 89 9.9 200 22.2

緑地保全活動への
参加経験

緑地保全活動への参
加意欲
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5.3.2. ボランティアの個人年間作業量(PLAl、PLA)の算出 

 表 5.3 の緑地保全活動への参加経験または参加意欲がある回答者の、作業日数と１日当た

りの作業時間から各景域ユニットの個人年間作業量と、自宅からそれぞれの対象地までの

移動距離を算出する。本研究ではアンケートの対象項目の緑地と景域ユニットを表 5.4 のよ

うに対応させて集計する。尚、「ゴルフ場・芝地」「牧草地」は特定の造園工が管理している

と考えられ、本研究ではボランティアはないものとみなす。 

個人年間作業量の参考として PLAl が 35～40 時間の景域ユニット(「市街地」「緑の多い

住宅地」など)では、回答者が月に約 1 回、一回当たり 2~3 時間の頻度で作業しているとい

える。また、総サンプルに対する各景域ユニットの管理経験がある回答者の割合は、「市街

地」「緑の多い住宅地」「河岸植生」で 3%以上と高く、農地や「人工林」では約 1%と低い。 

 参加意欲に基づいた回答を見ると、各景域ユニットの保全に対する参加意欲のある回答

者の割合及び個人年間作業量が、参加経験と比べ高くなることが見られる。 

 

 

表 5.4 アンケート結果に基づいた、各景域ユニットの保全に対するボランティアの割

合、個人年間作業量 PLAl、および自宅からの移動距離（参加経験、参加意欲） 

 

※ アンケート回答者の郵便番号から景域複合体ごとのボランティアの PLA も同様に算出 

（資料編参照） 

  

街路樹 3.0 21.5 3.3 9.1 45.5 3.1

宅地内 2.2 24.9 0.9 6.1 36.0 3.8

ゴルフ場・芝地

公共施設 1.6 36.5 1.8 7.4 42.1 2.9

小さな公園 4.1 31.1 2.1 10.4 41.0 2.7

残存・植栽樹群を
もった公園、墓地等

比較的大規模
な公園

牧草地

畑地

水田

茶畑

果樹園

人工林 人工林

里山の二次林 0.9 20.6 9.2 4.4 43.1 10.1

山間の樹林 1.3 18.8 13.5 3.3 33.3 13.6

河岸植生 河川敷

1.1 19.9 7.1 4.0 34.0

全体 9.9 22.2

4.3

0.9

3.0

11.1

6.5 6.1 19.1 5.9

1.8 24.4 11.8 5.4 55.8 11.6

3.3

2.2 19.7 6.0 35.0 5.8

12.6 59.1 2.8

10.8

5.2

8.82.7 43.4

9.0

参加経験
サンプル
の割合%

PLA[h] 距離km
景域ユニット

アンケート対
象項目

サンプルの
割合%

PLA[h] 距離km

参加意欲

市街地 4.6 36.2 2.4

二次林（アベマキ・コ
ナラ群集）

4.8 38.7 2.0緑の多い住宅地

11.0 55.2

農地
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 次に表 5.5 では世代別(3 区分、10 歳刻み)に、緑地の保全活動への参加経験・参加意欲が

ある回答者の割合と、ボランティアとしての個人年間作業量を算出し、世代間の労働量の格

差について考察する。尚、ここでは該当する回答者の全景域に対する個人年間作業量(PLA)

を示す。 

まず、参加経験に基づく結果をみると、3 区分（生産年齢、65~74 歳、75 歳以上）別で

は 75 歳以上において PLA が最も高く、65～74 歳において回答者の割合が最も高いことか

ら、定年退職後の余暇活動の一環で緑地保全に携わっていることその要因として考えられ

る。生産年齢(18~64 歳)の PLA は約 100 時間程度で週に 1,2 回（5 時間）程度の週末管理

をしていると予想される。また生産年齢人口の結果をさらに細かく分類すると、30 代にお

いて回答者の割合、PLA がいずれも他の世代と比べてかなり小さい。その原因としては、

30 代が子育て世代であることや職場の勤務時間といったことが考えられる。 

参加意欲に基づく結果では、いずれの世代でも参加経験より回答者の割合が増加してい

る一方、PLA は 40 歳以上の世代で低下している。参加経験がある回答者に限定して、参加

意欲の有無と PLA について集計すると、いずれの世代においても、緑地保全活動への参加

経験があるからといって今後も参加したいとは限らないことがわかる。また、この条件でも

40 歳以上の PLA が低下していることから、その世代において現在の活動時間が多すぎ、負

担になっていることがうかがえる。 

表 5.5 より世代間の、緑地保全活動への参加率や作業量のばらつきがある程度見られる

が、年齢と参加率や PLA が明確に比例的な関係にあるとは言い難い。 

表 5.5 アンケート結果に基づいた、各景域ユニットの保全に対するボランティアの割

合、個人年間作業量 PLA（参加経験、参加意欲）（世代別） 
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5.3.3. 中部 8 県におけるボランティアによる景域管理作業量の算出 

表 5.4 の結果を景域複合体別に再集計し、中部 8 県におけるボランティアによる景域管

理作業量を算出する。本章ではアンケートにおける緑地保全活動への参加経験に基づき、各

景域複合体のサンプル数に対する緑地保全活動への参加経験がある回答者の割合を、人口

に対するボランティアの景域管理者の割合とみなし、メッシュ人口(2010 年)を用いて景域

管理作業量を以下の式で算出する。 

vTLA𝑙[h] = 𝑣𝑃𝐿𝐴𝑙 × メッシュ人口(2010 年) × 景域管理者の割合 

vTLA[ℎ] =  𝑣 ∑ TLA𝑙
𝑥
𝑗=1  

vTLAl：各景域ユニットのボランティアによる景域管理作業量 

vPLAl：各景域ユニットのボランティアの個人年間作業量 

vTLA：景域複合体(メッシュ)のボランティアによる景域管理作業量 

 

各景域複合体の vTLA を表 5.6 に示す。 

 

表 5.6 中部 8 県におけるボランティアの景域管理作業量 vTLAl (メッシュ平均) 
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4.3.で算出した中部 8 県における vTLA の空間分布を図 5.6、TLA に対する vTLA の割合

を図 5.7 に示す。 

図 5.6 ボランティアの景域管理作業量 vTLA 

図 5.7 TLA に対する vTLA の比 
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人口の多い都市圏において vTLA が高く、TLA との比が 100%を超えるメッシュが多く

見られる。メッシュ人口から得られる景域管理作業量と第 4 章で算出した TLA は必ずしも

一致するわけではないため、vTLA が非常に高い地域では、ボランティアが周辺の地域(メ

ッシュ)または他の景域複合体の景域要素を管理していることが考えられる。 

景域複合体間の距離を考慮するために、アンケートの回答者の位置情報(郵便番号)を用い

て、GIS 上にて各回答者が属する景域複合体から他の景域複合体までの最短距離をそれぞ

れ算出する(表 5.7)。 

 

表 5.7 景域複合体間の最短距離 

 

※ 算出方法：アンケート回答者の位置情報から、各景域複合体の最短距離にあるメッシュ

との距離を算出。 
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5.3.4. ボランティアの管理可能な範囲（距離）の推測 

表 5.7 と、アンケート結果より得られた回答者がボランティアとして管理できる各景域ユ

ニットの距離を比較することで、各景域複合体の住民が他の景域複合体へ景域管理をしに

行く場合、どのタイプなら行くことができるかを推測することができる(図 5.8~5.9)。都市

的土地利用型、都市的土地利用水田混合型、水田型からは広範囲かつ多様な景域にボランテ

ィアの労働力が供給され、その他農地型や水田系里山型、森林型はボランティアの移動距離

が短く管理している景域ユニットの種類も少ないと考えられる。 

 

 

 

 

※景域複合体間の距離は表 5.7 を参照 

図 5.8 各景域ユニットの、ボランティアの移動可能な距離 
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※景域複合体間の距離は表 5.7 を参照 

図 5.9 各景域ユニットの、ボランティアの移動可能な距離(5.8 の続き) 
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5.4 個人年間作業量(PLAl)の推計：家庭菜園編 

私たちの生活の中で最も身近な緑地は自宅の庭や畑（家庭菜園）だろう。家庭菜園は主に

「市街地」や「緑の多い住宅地」に含まれる景域要素のひとつである。自宅の庭の管理につ

いてはこれまでに中辻ら 3)によって三重県丹生地区の家庭菜園に対する管理作業量が計量

されているが、多様な景域複合体間の作業量の違いについて分析をした研究は見られない。 

ここでは表 5.2 のアンケート調査における「庭の管理に関する質問」より、家庭菜園の維持

管理に投下されている個人年間作業量を推計する。尚、第 4 章で算出した上記の景域ユニ

ットの作業密度には、家庭菜園の管理に対する作業量含まれてはいるが、住民が自宅に対す

る維持管理作業量が実際にどの程度なのかを参考として把握する。 

表 5.8 ではそれぞれの回答者の自宅に庭または畑があるかどうか、維持管理のための作業

をしているか及びその個人年間作業量を算出し、各景域複合体間の比較を行う。全体的には、

回答者は家庭菜園に対して年間 100 時間(週に約 2 時間)程度作業を行っているが、山間部

よりも平野部の住民の方が長い時間（もしくは頻繁に）作業している傾向にある。水田型や

その他農地型の景域複合体では自宅に畑をもつ人も多く、庭よりも畑に対する作業時間の

ほうが長い。 

表 5.8 自宅の庭・畑(家庭菜園)の維持管理に対する個人年間作業量 

次に、性年代別の個人年間作業量を表 5.9、図 5.10 に示す。男女別に比較すると、全体的

に女性のほうが家庭菜園の管理をしているといえる（男性が上回るのは 50 代においての

み）。また性年代別の推移をみると、女性は多少変動があるものの、高齢になるにつれて個

人年間作業量が小さくなるのに対し、男性は 10・50 代を除くと個人年間作業量に大きな差

がないことがわかる。また 60代以上になると、男女間の作業量の差が小さくなることから、

定年退職をした男性が余暇活動として自宅の庭を管理していることが考えられる。 
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表 5.9 家庭菜園に対する個人年間作業量（性年代別） 

図 5.10 家庭菜園に対する個人年間作業量（性年代別） 



5. 景域管理作業量と人口の関係性の分析

83 

5.5. 小括 

本章では、景域管理作業量と人口及び管理者数の関係性について分析を行った。 

社会的作業強度 SLI を用いた分析では、対象地で 2010~2050 年にかけて景域管理に関す

る住民の負担が増加し、特に人口規模が 100 人未満の里山地域のメッシュにおいてとくに

その傾向が強いことが明らかになった。 

個人年間作業量 PLA を用いた分析では、アンケートを用いて、地域（景域複合体）間、

世代間の緑地管理に対する意識や労働量を推計した。景域ユニット別に見ると、住民の景域

管理に対する意識に向上の余地があることが得られた。また景域複合体間の外部からのボ

ランティアがどこから来ているか、ということを推測することも可能になった。 
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6.1. 2050 年における景域管理作業量の推計 

  

本章では2050年における景域管理作業量、及び2010年に対するその不足量を推計する。 

 景域は土地自然とその住民によって構成された計画単位であり、人口と景域管理は密な

関係にあると言える。景域管理に関する将来予測をするために以下の 2 点を前提条件とす

る。 

前提条件 

1) 2010 年～2050 年での人口動態に比例して、景域管理作業量も変動すると仮定する。 

2) 景域管理の水準（管理強度）は保つものとする。 

 

(1)の条件より、2010~2050 年にかけて住民が負担する景域管理作業量は変わらない、つ

まり社会的作業強度 SLI は維持されるものと仮定する。(2)の条件より、4 章で用いた管理

強度「中」の作業密度を 2050 年でも維持すると仮定する場合、2010 年~2050 年における

景域管理作業量の増減から、管理が行き届かなくなる景域要素面積がどの程度になるか、ま

た人数に換算すると何人程度の管理者が不足するかを推計することができる（図 6.1）。 

 

 

図 6.1 将来(2050 年)の景域管理作業量の推計の流れ（イメージ） 
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 4 章で算出した TLA を 2010 年における景域管理作業量とし、前述の条件より 2050 年に

おける景域管理作業量を算出する。中部 8 県における 2010・2050 年の 1km メッシュの景

域管理総作業量をそれぞれ TLA(2010)、TLA(2050)とし、TLA(2050)を以下の式で算出す

る。 

TLA(2050)[h]  =  SLI(2010) × 2050 年人口 =  TLA(2010) ×
2050 年人口

2010 年人口
 

※1 SLI(2010)[h]：2010 年における社会的作業強度。5 章参照。 

※2 2010 年人口=0 のメッシュは TLA(2050)=SLI(2010)=TLA(2010)とする。 

 

この方法では総人口のみを人口動態の指標として用いており、世代間の労働量の差を考慮

していないが、5.3.でも述べたように、世代間で個人年間作業量にばらつきはあるものの景

域管理者の年齢と個人年間作業量で明確な関係性が見られなかったこと、世代間で景域を

管理している人の割合がさほど変わらないこと等から、景域管理の労働量が総人口の変動

に比例することに妥当性があると考えられる。 
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6.2. 人口減少下における景域管理作業量の不足分の算出 

 

まず、対象地における TLA(2010)、TLA(2050)の差分を図 6.2 に示す。景域管理作業量の

減少分は 2010 年の景域管理の水準を保つ場合に必要な総投下労働時間の不足分を意味す

る。中部 8 県では全体的に人口が減少傾向にあるため、景域管理作業量も一部の都市圏を

除き、多くの地域で減少する。 

 

 

図 6.2 2010 年と 2050 年における景域管理作業量(TLA)の増減 
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 次に景域ユニット別の TLAlの増減を TLDlで除し、面積増減として再集計しものを図 6.3

に示す。図 6.2 の TLA の増減では平野部で景域管理作業量の減少が大きい地域が見られる

が、面積の増減率では中山間地域においてその減少幅が大きいことがわかる。 

図 6.3 管理されている景域要素面積の増減率(2010～2050 年) 
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 TLA および管理されている管理可能な景域要素面積 A の増減を景域複合体ごとに表 6.1

に示す。2010 年における社会的作業強度 SLI を維持した場合、水田系里山型、その他農地

系里山型では TLA 及び管理面積 A が 2010~2050 年にかけて半分以下になり、里山の景域

管理の維持コストが大きく不足することがわかる。 

表 6.1 景域複合体別の TLA、管理されている景域要素面積 A の増減 
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次に個人年間作業量 PLA より景域管理作業量の増減をボランティア数に換算し、2050 年

人口に対するその割合を図 6.4、に示す。ここでは第 5 章で算出したボランティアの参加経

験に基づく PLAlを使用する。また「ゴルフ場・芝地」「牧草地」はボランティアの PLAl が

ないため参考値としてプロフェッショナル管理者の PLAl の A タイプ（それぞれ、750[h]、

36[h]）を代入する。図 6.4 から人口に対する景域管理者数の不足分は中山間地域において

大きいことがわかる。また、図 3.20 との比較から「水田」が卓越している地域においても

人口に対する景域の管理者が大きく減少していると判断される。 

図 6.4 2050 年人口に対する景域管理者の増減 

 景域複合体別、景域ユニット別に 2050 年人口に対する景域管理者数の増減の比率の平均

を表 6.2 に示す。現状のボランティアで換算した場合、景域ユニットとしては「畑地」「水

田」において多く減少している。これらの地域では実際にはプロフェッショナルによる管理

が主であるためあくまでも参考値として示しているが、不足する景域管理作業量をボラン

ティアの受け入れだけでは充足させられないことが予想できる。その他農地里山型におけ

る「人工林」についても同様で人口に対する、管理者の減少が非常に大きい。また、「市街

地」「緑の多い住宅地」においては景域複合体間で差が生じており、里山地域では地域住民

のボランティアだけでは将来的に景域管理が困難になると考えられる。 
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表 6.2 景域複合体別、景域ユニット別の管理者数の増減 

※景域複合体ごとに算出されたボランティアの個人年間作業量 PLAlより算出 

※「ゴルフ場・芝地」と「牧草地」はプロフェッショナルの A タイプの PLAlを代入 

※      は PLAl=0 の地域 
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6.3. 景気管理作業量の経年比を用いた考察 

次に 2010~2050 年における景域管理作業量の比（TLA(2050)/TLA(2010)）を算出する。

経年比を示す意義としては、2010~2050 年で管理する景域要素面積を維持すると仮定した

場合に景域管理の水準（強度）がどの程度変化するかを把握することができることにある。 

対象地における景域管理作業量の比を図 6.5 に示す。 

図 6.5 中部 8 県における TLA(2050)/TLA(2010) 

（※図中の白い部分は TLA(2010)=0 のメッシュである） 
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 表 6.3 では景域複合体別の TLAl(2050)/TLAl(2010)と、4 章で設定した各景域ユニットの

管理強度「中」と「低」の比（以下、管理強度比）及び効率化係数との関係を示す。管理強

度「低」は景域を維持するための最低限の管理水準であり、TLAl(2050)/TLAl(2010)が管理

強度比より低い場合は、景域管理を低強度モデルへ移行してもなお景域管理作業量が不足

することを意味する。また、TLAl(2050)/TLAl(2010)が効率化係数を下回る場合は、機械化

や技術進歩による作業効率向上のみでは景域保全が困難であり、管理者数を保つために何

かしらの対策が必要であることを表す。 

 「ゴルフ場・芝地」では管理強度「低」を設定しておらず、全景域複合体で TLAlの比が

管理強度比を下回る。効率化係数との比較でも、仮に全ての地域で機械化が最大限に進むと

しても都市的土地利用型以外は景域管理作業量が不足する。「畑地」「茶畑」「果樹園」「人工

林」「二次林」といった景域ユニットでも管理の低強度化を推進しても多くの地域で将来的

に景域管理が困難になることが予想される。また、「水田」の低管理強度モデルは、栽培作

物が全て稲から麦・そばなどに移行した場合を想定したもので、水田を維持するとしても日

本の代表的な景観が失われると考えられる。 

表 6.3 TLAl(2050)/TLAl(2010)と管理強度の比及び効率化係数の比較 

※ …TLAl(2050)/TLAl(2010) < 管理強度比(「低」/「中」)
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6.4. 小括 

本章では 4 章で算出した景域管理作業量が 2010~2050 年の人口動態に比例して変動する

場合の増減を概算し、将来的にどのような地域でどの程度、景域管理が不足するかを予測し

た。現状の景域管理を続けた場合、中山間の里山地域において景域管理作業量は大きく減少

し、管理者や管理面積が減少することが予想される。 

また、各年の景域管理作業量の比を見ることで、各景域ユニットの管理の水準がどの程度

低下するか、景域を維持できるかを定量的に把握することが可能となった。これにより、第

7 章でどのような将来戦略を導入すべきかを検討することができる。 
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7.1. 持続的な景域管理のための将来戦略の提案 

本章では第 6 章の結果を踏まえて、人口減少時代において景域管理を持続させるための

将来戦略を提案し、各景域の持続性を評価する。評価の方法としては、将来戦略を適用する

前後で、景域管理作業量が不足するメッシュ数の推移を、景域ユニットごとに把握する。ま

た、メッシュ内に含まれる、景域管理作業量が不足する景域ユニット数の推移を空間分布と

して示す。 

まず、6.2.で得られた景域管理作業量の増減について、各景域複合体で TLAl が増加・減

少するメッシュのそれぞれの割合を把握する(表 7.1)。現状の景域管理の強度や人口に対す

る景域の管理者数といった条件が 2010~2050 年で変化しない場合、いずれの景域複合体に

おいても、TLAl が増加するメッシュに対し減少するメッシュの割合が高く、後者のメッシ

ュにおいて景域管理が困難になることが予想される。また、メッシュ内に含まれる、景域管

理作業量が不足する景域ユニット数を図 7.1 に示す。 

 第 4 章・6 章で算出した景域管理作業量の関係より、2050 年において景域ユニットの管

理が持続可能と判断する条件を以下の式で定義する。 

TLAl(2050) ≧ TLAl(2010)  ・・・① 

TLAl(2010)[h]：2010 年における各景域ユニットの景域管理作業量 

TLAl(2050)[h]：2050 年における各景域ユニットの景域管理作業量 

2010 年の景域管理を基準とすると、TLAl(2010)と TLAl(2050) はそれぞれ 2050 年におけ

る景域管理の必要量と供給量と捉えることができ、各将来戦略をしても上記の式を満たさ

ないメッシュは将来的に景域管理が困難であると判断する。 
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表 7.1 将来戦略適用前の TLAlの増減別メッシュ数の割合 

図 7.1 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数 
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①の式より提案される将来戦略の方向性は 2 種類ある。一つは、作業量の供給分つまり

TLAl(2050)を増やすというアプローチ、もう一つは、作業量の必要分つまり TLAl(2010)を

減らすというアプローチである。これらのアプローチから①の式を満たすような戦略を提

案する。 

 具体的な方法を図 7.2 に示す。本研究では、TLAl の供給量を増加させるアプローチを第

1 次戦略とし、中部 8 県全域に対し適用する。さらに、第 1 次戦略を適用しても作業量が不

足するメッシュに対しては、第 2 次戦略として TLAl の必要分を低減させる方法を提案す

る。図 7.2 の流れで将来戦略を適用する理由として、第 2 次戦略は、（s11）の機械導入や技

術向上には(経済的)初期コストが必要であること、(s12)は低強度モデルに遷移することで景

域の管理水準や景観がある程度悪化することを想定するということが挙げられる。そのよ

うなリスクがより小さい第 1 次戦略を優先的に適用することで、望ましい景域管理を持続

させることができる。 

それぞれの戦略の詳細を 7.1.1~7.1.2 に示す。 

図 7.2 将来戦略のフロー 
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7.1.1. 第 1 次戦略：作業量の供給分(TLAl(2050))の増加 

 6 章では人口減少に伴って景域管理作業量が減少することを前提としたが、各景域ユニッ

トに対する管理者数を維持することができれば、景域管理を持続させることが可能である。

都市緑地は比較的簡単な管理作業であれば、専門知識のない地域住民やボランティアが担

うことが可能であり、例えば名古屋市 1)で公園の維持管理に携わる市民団体やボランティア

が近年増加しているように、住民の緑地保全に対する意識が高まっていることから、その潜

在的な労働力を、景域管理作業量が不足する地域に充てられることが考えられる。 

第 1 次戦略の具体的な方法は、第 1 段階として、住民の景域管理に対する意識を向上さ

せる、つまり PLA を増加させる方法、第 2 段階として、第 1 段階で TLAlの供給分に余剰

が発生する地域から不足する地域へ、その余剰分を供給する方法がある。 

第 1 段階では 5.3.の、緑地保全のボランティア活動への参加経験・意欲に関するアンケー

ト結果を用いて、本章におけるボランティアによる TLAl の増加分を算出する。5.3.におけ

る参加経験に基づいて算出したボランティアの景域管理作業量は、景域複合体の TLA に含

まれているものとして扱うため、2050 年における景域管理のボランティアの人数および個

人年間作業量として、アンケートの参加意欲に基づく結果を用いるときに、TLA の純粋な

増加(減少)分を考慮する必要があり、以下の式で TLAlの増加分を算出する。 

vTLAl[h] = 2050 年人口×(PLA 意欲×V 意欲 － PLA 経験×V 経験) 

vTLAl[h]：各景域ユニットのボランティアによる景域管理作業量の増加分 

PLA 意欲[h]：各景域ユニットの参加意欲としての個人年間作業量 

V 意欲：人口に対する各景域ユニットの管理をする意欲のある人の割合 

PLA 経験[h]：各景域ユニットの参加経験としての個人年間作業量 

V 経験：人口に対する各景域ユニットを管理したことのある人の割合 

 上記の式で算出した vTLAl と第 6 章で算出した TLAl(2050)の総和として得られた TLAl

が TLAl(2010)以上となれば、2050 年においても景域管理を持続させることが可能であると

考えられる。 
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第 1 段階の適用によって、TLAlに余剰があるメッシュが増加する。第 2 段階ではそのよ

うなメッシュからその余剰分、TLAl が依然として不足するメッシュへ分配する方法を提案

する。そのために、どのメッシュ・景域複合体の TLAlをどの景域複合体どこまで供給でき

るかという指標が必要である。 

そこで第 5 章で示した表 5.6 及び図 5.8~5.9 を用いて、景域複合体別の各景域ユニット

で、どのくらいの距離まで管理をすることができるか、ボランティアが他の景域複合体に移

動して管理することができるか、ということを判断する。図 7.3 の都市的土地利用型を例に

とると、「市街地」のボランティアは、「居住地から 3.1km 先の同景域ユニットまで管理を

しに行くことが可能で、その場所が都市的土地利用型か都市的土地利用水田混合型に含ま

れていれば管理をすることが可能である」というように判断する。 

メッシュ間の TLAlの分配方法を以下に示す。 

(分配方法の概要)  

※メッシュ a：TLAlが増加するメッシュ、メッシュ b：TLAlが減少するメッシュ 

とする 

1. メッシュ a の TLAlの余剰分を算出する。

2. 第 5 章の図 5.8~5.9 で示した各景域ユニットのボランティアの移動距離(参加意欲に基

づく数値)より、メッシュ a の分配可能な距離のバッファをとる。バッファ値が図

5.8~5.9 に掲載されている、各景域複合体間の距離よりも大きい場合は、景域複合体間

で作業量の供給が可能であると判定する。

3. メッシュ a の余剰分をバッファ内に含まれる分配可能なメッシュ b に均等に分配する

と仮定し、その余剰分を（分配可能なメッシュ b の数+1）で除す。

4. 3 の作業量をそれぞれ受給可能なメッシュ b ごとに集計する。

5. 分配後のメッシュ a の TLAl(2050)は TLAl(2010)に 3 の数値を加算したものとする。

6. 分配後のメッシュ b の TLAl(2050)は TLAl(2010)に 4 の数値を加算したものとする。

図 7.3 各景域ユニットの、ボランティアの移動可能な距離 
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7.1.2. 第 2 次戦略：作業量の必要分(TLAl(2010))の低減 

 第 1 次戦略を適用した後でも、TLAl が不足するメッシュを抽出し、第 2 戦略として作業

量の必要分(TLAl(2010))を低減させる方法を提案する。 

この方法は、第4章で算出した作業密度TLDlが2050年にかけて低くなることを意味し、

作業密度を低減させる具体的な方法は以下の 3 種類に分けられる。 

(1) 機械化・技術向上による作業効率の向上 

農業用地や人工林では機械化や新技術の導入が推進されており、地域によって管理の効率

性に向上の余地がある。そこで 4.2.で算出した効率化係数を用いることで、将来的に作業密

度が低減する可能性を示すことができる。この時の作業量の必要量は以下のように算出す

る。 

（作業量の必要量）＝（効率化係数）× TLAl(2010)  

＝（効率化係数）× TLDl × Al 

TLDl[h/a]：第 4 章で使用した景域ユニットに対する管理強度「中」の作業密度 

Al[a]：景域ユニットの管理されている景域要素面積（第 3 章より算出） 

効率化係数の適用の可否は景域複合体ごとに決定する。各景域ユニットの効率化係数の

可否、及びその基準を表 7.2 に示す。農業用地の効率化係数の適用範囲は水口 2)が定義する

「緩斜地」まで、機械導入が可能とし、平均傾斜が 8°以下の景域複合体に適用する。「人

工林」はある程度まとまった面積を持つ地域に適用する。 

表 7.2 効率化係数の適用範囲 
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 (2) 低強度管理モデルへの移行 

4.1.で算出した管理強度「中」を管理強度「低」へ移行させ景域管理を粗放化させる。こと

で作業量の必要分を低減させる。算出方法は以下の式の通りである。 

（作業量の必要量）＝ (TLDl(低) /TLDl(中))× TLAl(2010)  

＝  TLDl(低) × Al 

TLDl(低) [h/a]：第 4 章で使用した景域ユニットに対する管理強度「低」の作業密度 

TLDl(中) [h/a]：第 4 章で使用した景域ユニットに対する管理強度「中」の作業密度 

Al[a]：景域ユニットの管理されている景域要素面積（第 3 章より算出） 

(3) 管理強度の低い景域ユニットへの遷移 

(2)の方法の発展として、他の景域ユニットに遷移させる方法がる。例えば「人工林」をより

作業密度の低い「二次林（アベマキ・コナラ群集）」へ遷移させることで、管理の低強度化

を図る。 

また(3)を提案する際に、各景域ユニットがどの景域ユニットに遷移する可能性があるかを

整理する必要がある。環境省自然環境保全基礎調査植生調査における群落の分類基準に関

する資料 3)4)5)より、各景域ユニット間の遷移関係を図 7.4 に示す。また、他のユニットへの

遷移のために初期コストとして人為的な操作が必要なものと、放置されることで自然的に

遷移するものに分けて遷移図を作成する。 

図 7.4 景域ユニットの遷移図 
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(1)~(3)の方法を用いる際の留意点として、 

(1)：機械等の導入の際に経済的な初期コストがかかる。管理者の機械操作等の技術習得が

条件となる。また地形条件によって適用できない地域がある。 

(2)管理の低強度によって、景観や生態系環境といった景域の質が低下する。 

(3)遷移に対する初期コストが必要である（例えば人工林から二次林へ移行させるには元々

の人工林伐採と広葉樹の植樹といった作業が数年間必要である）。景域を「維持管理」とい

う点を克服できていない。 

ということが挙げられる。 

尚、本研究では 2010 年時点の景域を維持するための将来戦略を提案するため、景域ユニッ

トが変更される(3)の方法は採用しない。しかし、地域単位における景域管理を持続させる

1 つの方法として考えられる。 
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7.2. 景域管理作業量の需給ギャップ分析：第 1 次戦略の適用 

前節で述べた将来戦略を適用した場合の景域管理作業量の需給バランスより、景域管理

の持続性評価を行う。 

 まず第 1 次戦略を、中部 8 県の全メッシュに適用し、景域管理に対するボランティアの

作業量の向上を図る。 

7.2.1. ボランティアによる作業量 vTLAlの増加 

7.1.1.の方法よりボランティアによる景域管理作業量の増加分(vTLAl)を加算した場合の

TLAl の増減を算出する。vTLAl を、第 6 章の TLA(2050)に加算したものを TLA(2050)’と

する。 

2010~2050 年における TLA の増減の空間分布を図 7.5 に示す。第 6 章の図 6.2 と比較す

ると、都市域では人口規模が大きく TLA が大きく増加していることが見られる。 

図 7.5 中部 8 県における TLA の増減 

（第 1 次戦略：ボランティア PLA の向上、適用後） 
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同戦略導入後の、各景域複合体で TLAlが増加・減少するメッシュのそれぞれの割合を表

7.3 に示す。表 7.1 と比べ、景域複合体としては都市的土地利用型や都市的土地利用水田混

合型、景域ユニットとしては「市街地」「緑の多い住宅地」「残存・植栽樹群をもった公園、

墓地等」「河岸植生」において TLAl の増減が減少から増加へ変化するものが多く、ボラン

ティアの意識向上に伴う vTLAl の増加によって景域管理が持続可能となると考えられる。

一方で、森林型や水田系里山型では依然として作業量が不足する傾向にあるといえる。 

表 7.3 TLAlの増減別のメッシュ数の割合（戦略：メッシュ内のボランティア増加） 
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次に、景域ユニット別の TLAl(2050)’及び 2010~2050 年における TLA の増減の平均値を

表 7.4 に示す。景域複合体別に比較すると、ボランティアの受け入れによって都市的土地利

用型、都市的土地利用水田混合型の TLA が大きく増加に転じる。その理由として、これら

の景域複合体は他のタイプに比べ、人口規模が大きいことが挙げられる。その他の景域複合

体でも森林型以外では、TLA の減少分が小さくなっているが、景域ユニット別に分析する

と、「市街地」や「緑の多い住宅地」などでは TLAl が増加に転じる一方で「畑地」「水田」

「果樹園」といった農地の TLAlは未だに大きく減少しており、ボランティアによる作業量

の補てんだけでは、景域の持続が困難であることを示す。 

表 7.4 景域複合体別 TLA の増減(メッシュ平均) 
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ボランティアの PLA の向上したときの、メッシュ内に含まれる、景域管理作業量が不足

する景域ユニット数を図 7.6 に示す。図 7.1 に比べ、都市域において景域管理作業量が充足

する景域ユニットが多くみられる。 

図 7.6 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数 

（第 1 次戦略：ボランティア PLA の向上、適用後） 

7.2.2. メッシュ間・景域複合体間の作業量の分配 

図 7.5 より 2010~2050 年における TLA の増減は地域によってかなり偏りがあることが

見られ、メッシュ間・景域複合体間での作業量の適切な分配によって、さらに多くのメッシ

ュの景域管理を持続させる可能性を持つ。よって次に、TLAl が増加するメッシュから、減

少するメッシュへその余剰分を供給する。7.1.1 で示した方法でメッシュ間の TLAl の分配

を行い、1km メッシュの TLA の増減を図 7.7 に示す。図 7.5 に比べ TLA が中山間地域に

分配されており、以前として作業量の増減に偏りはあるものの、その差はやや是正されたと

いえる。 
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図 7.7 中部 8 県における TLA の増減（第 1 次戦略適用後） 

メッシュ間での作業量の分配をした後の、各景域複合体における TLAlが増加・減少する

メッシュのそれぞれの割合を表 7.5 に示す。表 7.3 と比較すると、TLA の増加分が特に大

きいメッシュの増加分が周辺のメッシュに拡散されており、TLAl が増加するメッシュの割

合がさらに大きくなる。 

表 7.5 TLAlの増減別のメッシュ数の割合（戦略：メッシュ間の作業量の分配 ） 
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特に「残存・植栽樹群をもった公園、墓地等」はほとんどの地域において TLAlが充足して

おり、住民の意識を向上させられれば景域管理の水準を落とすことなく景域を持続させる

ことが可能であるといえる。一方「畑地」や「水田」等では、外部からボランティアを受け

入れても、多くの地域で TLAlが不足しており、ボランティアだけでなく農業従事者数の維

持が必要であると考えられる。 

メッシュ間で作業量を分配したときの、メッシュ内に含まれる、景域管理作業量が不足す

る景域ユニット数を図 7.8 に示す。この時点で TLAl が不足する景域ユニットを持つメッシ

ュ（図 7.8 の凡例が青色のメッシュ）は、ボランティアによる労働量の補填だけでは 2050

年における景域管理が成立しないことを意味する。また中山間地域にいくにつれ、TLAl が

不足する景域ユニット数が多くなり、それらの景域複合体では多様な景域の荒廃が予想さ

れる。 

図 7.8 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数 

（第 1 次戦略：メッシュ間の作業量の分配、適用後） 



7. 将来戦略による景域管理の持続性評価

110 

7.3. 景域管理作業量の需給ギャップ分析：第 2 次戦略の適用 

本節からは、前節で TLAlが不足するメッシュを抽出し、第 2 次戦略を適用する。第 2 次

戦略ではまず該当する景域複合体に対し、「機械導入・技術向上」を導入し、さらに「低強

度管理モデルへの移行」し、作業量の必要分(TLAl(2010))を低減させる。その時に、TLAlが

充足するかを評価する。 

7.3.1. 機械化・技術向上 

 まず、表 7.2 より効率化係数を、適用できる景域複合体に対して導入する。効率化係数を

用いて TLAl(2010)を再計量し、7.2.で算出された TLA(2050)’との増減を算出し、TLAl が

不足するメッシュ数を算出する。効率化係数を適用した部分（表 7.6 の太字）である程度

TLAlを充足させられることがわかる。 

表 7.6 TLAlが不足するメッシュ数の割合(戦略：機械化・技術向上) 

また、メッシュ内に含まれる、景域管理作業量が不足する景域ユニット数を図 7.9 に示

す。今回の戦略適用で、主に平野部の水田帯で景域管理作業量が充足することが見られる。 

 尚、「ゴルフ場・芝地」は低強度管理モデルがないため、この時点で TLAlが不足している

メッシュは将来的に景域管理が困難になることが予測される。 
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図 7.9 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数 

（第 2 次戦略：機械化・技術向上、適用後） 
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7.3.2. 低強度管理モデルへの移行 

 次に管理強度を「中」から「低」に下げた場合の TLAl(2010)を算出し、供給量とのギャ

ップを把握する。この方法は、最低限の景域管理の水準を維持できるかどうかを判断するも

のである。つまり、この時点で該当するメッシュは景観や生態系サービスといったものの質

が低下する恐れがある。 

低強度管理モデルへ移行する前後の、TLAl が不足するメッシュ数の割合を表 7.7 に示す。

管理強度を「低」に移行することで、都市的土地利用型・都市的土地利用水田混合型・水田

型において多くの景域ユニットの景域管理を最低水準で維持することができる。逆に、水田

系里山型・その他農地系里山型・森林型では、低強度管理モデル移行しても TLAl が不足す

るメッシュが多く残っていることが見られる。また、その他農地型においても、1 割以上の

地域で、「畑地」や「茶畑」「果樹園」といった景域ユニットの管理が持続不可能になること

が考えられる。 

表 7.7 TLAlが不足するメッシュ数の割合(戦略：低強度管理モデルへの移行) 
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尚、本節で使用した管理強度「低」の作業密度は、景域管理の水準が最低になった場合を

想定したもので、各景域複合体の景域ユニットに対する管理の目的を度外視していること

を留意しなければならない。例えば「水田」では栽培品目が稲から全て麦や大豆に転作した

と仮定したときに表 7.7 の結果が得られる。そのため、水田型やその他農地型、水田系里山

型といった、水稲の生産目的で「水田」を管理しているような景域複合体では、実際にはよ

り多くのメッシュで景域管理作業量が不足することが考えられる。 

低強度管理モデルに移行した場合の、メッシュ内に含まれる、景域管理作業量が不足する

景域ユニット数を図 7.10 に示す。この時点で凡例が青いメッシュには、将来的に景域管理

が困難になり、荒廃する恐れのある景域ユニットが含まれていることを示す。 

図 7.10 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数 

（第 2 次戦略：低強度管理モデルへの移行、適用後） 
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将来戦略を適用する前後の、メッシュ内に含まれる TLAlが減少する景域ユニット数の推

移を景域複合体別に平均化して図 7.11 に示す。各戦略適用時の推移を見ると、第 1 次戦略

で景域複合体間の景域管理の持続性に差が生じており、都市的な景域複合体においてその

潜在的な持続性が高いことがわかる。また 2 次戦略の適用によって、水田型やその他農地

型、水田系里山型で多くの景域ユニットの TLAlが充足する結果となった。 

 全体をみると都市的土地利用型・都市的土地利用水田混合型・水田型といった平野部に多

い景域複合体での景域管理の持続性が高く、森林型・水田系里山型・その他農地系里山型と

いった中山間地域に多い景域複合体では景域管理が困難な地域が多いという結果が得られ

た。 

図 7.11 メッシュ内に含まれる TLAlが減少する景域ユニット数の推移 

（将来戦略適用前を 1 としたときの各戦略適用時の増減） 
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7.4. 景域管理の持続が困難な地域に関する考察 

前節の図 7.10 で示された、景域管理の持続が困難な地域の特徴を考察する。また、どの

程度の景域管理作業量が不足するかの概算を示す。 

 まず、将来戦略をすべて適用しても TLAlが不足する景域ユニットを（１つでも）持つメ

ッシュ数、及びメッシュに含まれるその景域ユニット数の平均を人口規模別に把握する（表

7.8, 図 7.12）。全体的に人口規模小さいメッシュほど、多様な地域や景域ユニットの景域管

理作業量が不足する傾向にある。景域複合体別にみると、水田系里山型、その他農地系里山

型、森林型においてより多くの景域ユニットにおいて作業量が不足しており、里山地域にお

ける景域の質（景観性、生態系サービス等）の悪化またはが予想される。 

表 7.8 景域管理が不足する景域ユニットをもつメッシュ数（人口規模別） 

図 7.12 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数（人口規模別） 
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 次にメッシュの平均傾斜別の TLAl が不足するメッシュ数、景域ユニット数を把握する

（表 7.9, 図 7.13）。全体の傾向として平均傾斜が 8~20°の中斜～急斜地において景域管理

作業量が不足するメッシュ・景域ユニット数が多い。15°以上のメッシュにおいて TLAlが

不足する景域ユニット数が多いのは、里山地域でよく見られる棚田、段々畑のような農地や

その周辺の二次林、河川といった多様でかつ人による管理が必要な景域ユニットが含まれ

ており、そのような地域では人口が急速に減少することで、景域の管理労働力が不足するた

めである。これにより、日本の里山のような豊かな自然的景観が失われる恐れがある。一方、

森林型の急斜地ではメッシュに含まれる景域ユニットがほとんど森林（人工林、二次林など）

であるため、労働力が不足し管理が放棄される景域要素の面積は大きくても、その多様性は

低い。 

表 7.9 景域管理が不足する景域ユニットをもつメッシュ数（平均傾斜別） 

図 7.13 メッシュ内の、TLAlが不足する景域ユニット数（平均傾斜別） 
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 次に、中部 8 県における TLAl 及び TLA の不足量を把握する（表 7.10）。第 4 章で算出

した TLAl と TLA の割合を見ると、水田系里山型、その他農地里山型、森林型では、将来

戦略を導入しても、景域管理作業量が 10%以上不足しており、特に「畑地」「茶畑」「果樹

園」といった景域ユニットの TLAlの不足分が特に大きい。空間分布としては、TLA の不足

量を図 7.14、不足量を管理されている景域要素面積に換算したものを図 7.15 に示す。尚、

図 7.15 の算出方法は、それぞれの TLAlを TLDl(管理強度「中」)で除し、1km メッシュに

集計した上で、第 3 章で算出した管理面積 Alに対する割合を算出する手順を取っている。

2 つの図より、中山間地域において TLA が不足し、管理面積が減少する傾向が強いことが

わかる。 

表 7.10 TLAl, TLA の不足分（中部 8 県における総和） 
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図 7.14 中部 8 県における景域管理作業量 TLA の不足分（将来戦略適用後） 

図 7.15 中部 8 県における管理されている景域要素面積の増減（将来戦略適用後） 
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次に、メッシュあたりの TLA の不足量を把握すると、その他農地型の不足量が非常に多

いことがわかる（図 7.16）。またメッシュ人口規模別では、全体的に人口規模の小さいメッ

シュほど不足量が大きいことがわかる。しかし、森林型では人口規模が 1000 – 5000 のメ

ッシュの不足量が最も大きくなっているが、その理由として、急斜地が多い同景域複合体で

は、人口規模が小さいメッシュでは人工林・二次林の割合が大きく、人口規模の大きいメッ

シュには作業密度の高い農地の割合が大きいということが挙げられる。 

TLA の不足量人口当たりの社会的作業強度 SLI として換算すると、どの景域複合体でも

100 人未満のメッシュで SLI が非常に大きくなり同じ景域複合体でも人口規模によって

TLA の不足量に対する住民の負担に大きな差があることがわかる。 

図 7.16 メッシュ人口規模別の TLA の不足量（メッシュ平均） 

図 7.17 メッシュ人口規模別の人口当たり TLA(SLI)の不足量（メッシュ平均） 
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では最後に、TLAlの不足量を補うには管理者が何人必要なのかを推計する。 

まず、ボランティアの管理者の場合に必要な人数を推計する。表 7.11 では各 TLAl が不

足する各メッシュに対し、第 5 章で算出したボランティアの個人年間作業量 PLAlを用いて

TLAlの不足量を補うのに必要な人数と、2050 年のメッシュ人口に対する比を示す。人口に

対する必要なボランティアの人数は、水田系里山型における「人工林」、その他農地系里山

型における「畑地」「茶畑」「果樹園」「人工林」、森林型における「市街地」で 100%を超過

しており、これらの地域では地域住民によって景域管理を持続するのはほぼ不可能であり、

外部からボランティアを受け入れても景域の維持は難しいと予想される。また全体を通し

ても、「畑地」「茶畑」「果樹園」における、人口に対する必要なボランティア数は非常に高

く、これらの景域ユニットではボランティアの受け入れだけでなく、プロフェッショナルと

しての管理者（農業従事者など）の人材確保が、将来的な景域管理の課題となる。 

表 7.11 TLAlの不足量を補うのに必要な人数と、2050 年のメッシュ人口に対する比 
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表 7.12 では、第 5 章の表 5.1 で概算的に算出したプロフェッショナル管理者の PLA を用

いて、表 7.11 と同様に TLAl の不足を補うために必要な人数を参考として推計する。尚、

「ゴルフ場・芝地」「牧草地」はボランティアの個人年間作業量がないため、表 7.12 におい

て必要人数が多くなっている。表 7.12 の提示により、各景域ユニットにおいてプロフェッ

ショナル管理者としての人材がどの程度必要なのかという指標が得られる。 

表 7.12 TLAlの不足量を補うのに必要な人数と、2050 年のメッシュ人口に対する比 
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7.5. 小括 

本章では人口減少下で景域管理を持続させるための将来戦略を提案し、各景域複合体の

持続性を評価した。 

 都市的土地利用型や都市的土地利用水田混合型のような景域複合体は人口規模が大きい

ことから、ボランティアによる労働量を増やすことができれば多くの地域で景域を現在と

同じ水準で維持する可能性をもつ。 

 将来戦略を適用した時でも景域管理作業量が不足する地域の特徴を表 7.13 にまとめる。

以下の結果から、中山間の里山・森林地域において急速な人口減少に伴い景域管理作業量が

大きく減少しており、外部からのボランティアの受け入れや管理の低強度化を図っても、景

域維持管理コストの需給バランスを保つ可能性が低いことが明らかになった。これらの地

域では、管理の法人化（大規模経営化）やプロフェッショナルの管理者（第 1 次産業従事

者、造園技師など）の確保することが課題として挙げられる。 

表 7.13 将来戦略適用後でも景域管理が不足する地域の特徴（まとめ） 

 尚、本研究では人口が 0 より大きいメッシュにおける景域と居住者の関係性について分

析を行ったが、「人工林」のような、管理者の居住地と管理対象の景域要素が離れている景

域ユニットに関しては、標準 3 次メッシュによる分析に限界があることを留意する。現在、

各地域の森林 GIS などの情報整理により森林の管理主体や管理している生産林の範囲など

が明確になりつつある。今後の展望として、森林（人工林）に実際に投下されている労働力

と管理範囲の関係性が明らかにし、森林管理の実態を把握することが望まれる。 
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8. 総括

本研究では、広域なスケールにおける多様な景域の維持管理コストを定量的に比較する

ことが可能となった（第 3～5 章）。また将来人口推計を用いて、2050 年における現状の景

域管理の持続性を評価し、景域管理作業量が不足する地域を明らかにした（第 6 章）。その

ような地域に対し、ボランティアによる作業量の補填や機械化、管理の低強度化といった将

来戦略を提案し、適切な景域管理の計画を策定するための知見を得た（第 7 章）。 

今後の可能性として、第 5 章で得られたアンケート結果より、多くの景域で住民の土地

自然への管理に対する意識に向上の余地が見られた。第 6 章における景域管理作業量の不

足分をある程度、補填する可能性を示した。この潜在的な労働力を有効に活用するために、

ボランティアを促進・支援する制度等の整備が期待される。 

しかし、中山間地域（里山型・森林型の景域複合体）、特にメッシュ人口が 100 人未満の

小さな集落においては、2010~2050 年にかけて急激な人口減少が予想され、第 7 章の将来

戦略を導入しても、様々な景域に対する管理作業量が不足し、景域の荒廃が懸念される。そ

のため、そのような地域の景域管理を持続させるには、管理者の確保や法人化といった対策

を早期的に採ることが望まれる。 

注意点として、本研究では経済的側面からの景域維持管理コストを考慮しておらず、管理

の法人化については今後検討が必要な項目である。また、優先して維持すべき生態系サービ

スや地域資源(水・食糧の供給、防災、絶滅危惧種の生息域、良好な景観、住民の癒しの場

…)、それぞれの地域資源(景域要素)の持続のために求められる管理強度といった基準・価値

観は地域によって様々である。 

本研究で提案した手法や得られた結果を実際の景域保全計画の策定に展開する際には、

各々の地域で維持すべき景域の項目やその管理に必要な管理強度を明らかにした上で、景

域管理作業量の需給バランスから、どの程度の管理労力(人数、一人当たりの作業時間・作

業日数…)が必要か、またその労働力を雇用できるだけの経済力があるか、労働の供給量で

設定した強度の管理が可能か、外部から管理者を誘致するにはどうすればよいか、といった

ことを議論しなければならない。 

 景域管理作業量の推計に対する今後の課題として、労働時間に関する指標は個人差・地域

差のばらつきが大きい指標であり、本研究で算出した景域管理作業量は広域における概算

値であるため、実際に地域スケールで算出される景域管理作業量の実態とは異なる可能性

がある。地域単位における具体的な景域管理の政策策定には、統計情報を充実させ、各労働

指標の精度を上げることが求められる。 
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最後に、第 1 章でも触れたが、景域要素とは本来、建築（住宅、公共施設…）や土木構造

物（道路、橋、護岸…）、歴史文化財、水域（河川、池沼、藻場…）といった、景域を構成

するあらゆる要素を指すものであり、緑被地以外にも管理が必要な項目がある。本研究では

景域管理の一例として緑被地を対象の景域要素とし、その維持管理コストの推計手法を示

しており、景域管理作業量という投下労働時間の指標を用いることで、他の景域要素につい

ても同様の方法で維持管理コストを推計することができる。また景域管理作業量は、景域要

素ごとの管理にかかる労働力を容易に比較できることに意義があるため、今後様々な景域

要素に対する維持管理作業量のデータベースを構築し、持続的な景域管理のための保全計

画の策定のためのひとつの指標となることを期待したい。 

尚、本研究は以下の研究成果を発展させたものである。

・ 科学研究費助成事業 基盤研究(B)「適切な生態的国土管理のための生態的国土管理基礎
　 コストの算出」（研究代表者 清水裕之）
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